
皆様、本日はお集まりいただきまして、誠にありがとうございます

株式会社コメ兵ホールディングス、代表取締役社長の石原でございます。

それではこれより、2026年3月期決算について、ご説明いたします。



まず、決算のハイライトをご説明いたします。

2026年3月期は、成長の源泉である個人買取が、初めて1,000億円を突破いたしまし
た。

これに伴い、売上高および全段階利益で過去最高を更新し、大幅な増収増益を達成して
おります。

期中、リユース業界は想定以上の相場変動など不安定な状況にありましたが、「お客様の
ために」という姿勢のもと、商品を小売へ優先して振り向けるなどのオペレーション改善、
および小売強化を行い、特に下期にかけて利益率を改善できたことが奏功しました。

金相場高騰やラグジュアリー需要といった外部トレンドにあわせた営業活動を実践でき
たととらえております。



続きまして、第4四半期３ヵ月間の評価です。

仕入・売上については、個人買取額は前年同期比137.6%と、四半期ベースで過去最高を
更新しました。
金相場の高騰に加え、既存店での買取強化が奏功し、来期以降の成長を支える良質な在庫
を潤沢に確保できております。

売上高も前年同期比136.1%と計画を大幅に上回りました。
背景には、資産価値を重視した高額品需要のさらなる高まりと、円安によるインバウンド消
費の活発化がありました。

こうした旺盛なニーズに応えるべく、前期は「小売ファースト」の在庫供給を徹底いたしまし
た。
従来であれば早期資金化のために法人販売へ回していた商材も、店舗やECでの販売を優
先し、供給を強化しております。

これは、リアルな接点を通じた関係性構築を重視する「リレーユース」の思想を具現化したも
のであり、多くのお客様からご支持をいただけたものと捉えております。

売上総利益率は、利益率の高い小売が伸長したことで前年同期から1.1ポイント改善しまし
たが、当初計画に対しては未達となりました。

これは、買取が好調であったために、相対的に利益率の低い、金地金等の法人販売構成比
が想定以上に高まったことが要因です。
ただし、大幅な増収により、利益額の積み上げは計画を大きく上回る着地となりました。



販管費については、将来に向けた出店、採用投資を計画通り継続したため、総額は増加して
おりますが、増収効果によって販管費率は低下しております。
以上の結果、営業利益は前年同期比326.6%と、大幅な増益を達成いたしました。



こちらが本日お話する予定の主な内容です。
本日は、1～５までをご説明いたします。



まずはじめに、当社のビジネスモデルです。



当社グループは、

つくる人に敬意をもち、つなぐ人に感謝し、手にする人に感動を提供することで、循環型社
会の共感を創っていきます。
を「Mission」とし、

リレーユースを「思想」から「文化」にする。
をわれわれが目指す「Vision」として掲げております。



こちらのページでは、当社グループの全体像を把握していただくため、前期末時点の主要な
指標を並べております。

当社は1947年に創業し、今期で79年目を迎えました。
従業員数におきましては、国内外で2,000人規模となり、前期から200名増加いたしました。

特に、その半数以上が現役の「鑑定士」です。

出店スピードに合わせ、こうした専門性の高い人材の採用と育成を、推進することができて
おります。

また、店舗数につきましてもグローバルで334店舗まで拡大いたしました。

これら一つひとつの拠点が、お客様とのリアルな接点となりリレーユースの文化を広める重
要な役割を担っております。



こちらは当社の事業構成をまとめています。

ブランド・ファッション、タイヤ・ホイール、不動産賃貸の３事業を展開し、人から人へのモノの
伝承・有効活用であるリレーユースを国内外で支えます。

特に、ブランド・ファッション事業が、主要な事業であり、売上全体の約97％を占めます。



それでは、2026年3月期 の連結業績についてご説明いたします。



連結損益計算書の状況です。

通期では、売上高および各段階利益で過去最高となりました。



個人買取額の推移です。

活発な需要に応えるべく、質・量ともに満足いただける品揃えを目指し、買取専門店の継
続的な出店やプロモーション強化等による個人買取の拡大に注力してまいりました。

その結果、第4四半期は前年同期比137.6%と大幅に伸長いたしました。



連結売上高と売上総利益率の推移です。

四半期別の推移は、ご覧の通りです。
大幅な増収と売上総利益率の改善が実現できました。

当第4四半期においては、小売比率、免税比率ともに上昇傾向です。



連結売上高の内訳です。

小売比率と国内免税売上比率は、前の期に、法人販売の構成が高い会社がグループインし
たことや事業環境にあわせて法人販売を活用したことで、それぞれ比率は低下したものの、
販売額は大きく伸ばすことができ、今期の業績に大きく寄与しています。

特に、東アジア圏のお客様に加え、アメリカのお客様が大幅に増加しました。
お客様層の分散が進んだことが業績の安定につながりました。

海外における売上高構成比は、アジアを中心とした出店やアメリカでのビジネス拡大により
国内の売上高が伸長するなかでも、12.1%と堅調に推移いたしました。



販管費の推移です。

将来の成長につながる出店、人材の採用・育成への投資を積極的に継続したことで、販管費
は増加いたしました。



連結営業利益の分析です。
詳細はご覧の通りです。

好調な買取による良質な在庫確保と、国内外の活発な小売需要の取り込みが増益を牽引い
たしました。

売上高の増加に伴う売上総利益の積み上げが利益を大きく押し上げ、販管費の増加を吸収
したことで営業利益は過去最高を記録しております。

一方で、金地金や時計などの法人販売の構成比が高まったことにより、利益率は計画に未
達となりましたが、直近の第4四半期では小売の伸長により、低下幅が縮小しております。



営業外損益、特別損益です。

在庫確保のための借入が増えることで支払利息が増加したことや一部店舗において、減損
損失を計上しているものの、本業の好調による各段階利益の上振れにより、吸収しておりま
す。

なお、親会社株主に帰属する当期純利益が当初計画を上回る過去最高の実績となった要因
には、用地収用補償金の発生や税負担率の低下といった一過性の要因が含まれております。



貸借対照表の概況です。

総資産は前期末から約２００億円増加し、1,091億円まで拡大しました。
なかでも、将来の売上高の原資となり、成長に直結する、良質な在庫は、500億円まで確保
することができました。

なお、当社グループの棚卸資産は流動性が高く、先行投資した、鮮度の高い潤沢な在庫は、
競争優位性になります。

また、現金及び預金と早期の現金化が、可能な棚卸資産の合計が有利子負債より大きいた
め、リスクは限定的と考えております

負債につきましては、在庫など運転資金の需要増加に対応するために、有利子負債が増加
しております。

今後も事業成長に伴って、借入が増えていく想定ですが、財務の健全性との両立を図って
まいります。



在庫回転です。

私たちは、将来の成長に向け、仕入れを強化し、小売向けの良質な在庫の積み増しを継続し
てまいりました。

その一方で、早期にキャッシュ化すべき商品を適切に選別し、法人販売も機動的に活用する
ことで、在庫コントロールをしております。

その結果、今期の交叉比率は、棚卸資産の積極的な積み増しを継続している過程にあり、
82.5%となっております。

今後も相場や需給の変化に応じた機動的な在庫供給を行い、利益の最大化と回転率の最適
化を通じて、中長期的な交叉比率の向上を目指してまいります。



キャッシュ・フローの状況です。

営業活動によるキャッシュ・フロー、および、投資活動によるキャッシュ・フローは、在庫確
保や新規出店の加速により、それぞれ資金支出となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローにつきましては、好調に推移する個人買取に必要な手
元資金を賄うため、短期および長期の借入金が増加した結果、大幅な資金収入となりま
した。



連結総流通量（GMV）の推移はご覧のとおりです。

当連結会計年度のGMVは、前期比146.3％と大幅に増加し、過去最高を更新いたしました。
買取力の強化を起点に、小売・法人販売双方の流通量を最大化したことがこの伸びに繋
がっております。

GMVの拡大は、取引の増加に伴う膨大な商品・顧客データ、および真贋データの蓄積をも
たらします。

これにより、AIによる真贋・型番判定の精度向上やマーケティングの最適化といった事業効
率がさらに高まります。

これらのデータの蓄積を加速させることで、業界内のプレゼンスを高めていきます。



続いて、2026年3月期の主な取り組みです。



こちらは、ブランド・ファッション事業の中核事業会社、コメ兵の経路別の実績です。

まず仕入面ですが、既存店の成長や積極的な出店、さらに歴史的な金の高値を背景に、
個人買取比率は72％と高い水準となりました。

個人買取額に占める商材別構成比では、宝石・貴金属が47％を占め、そのうち69％が
地金となるなど、時計とともに大きく伸長いたしました。
なお、金製品の買取をフックに、他商材をお持ち込みいただく好循環も生まれています。

また、今回より、資料右の中央に売上総利益率のイメージを新たに記載いたしました。
収益性の高い小売と機動的な法人販売、それぞれの利益率イメージは、小売3に対して、
法人販売が1程度です。
需要等に応じた適切な販路選択を行うことで、利益の最大化と在庫コントロールの両立
を図ってまいります。



オークション出来高の推移です。

2025年3月期にグループ化した2つの事業会社を合わせ、現在は計4つの法人オーク
ションを運営しております。

前期は、リユース事業者の売却ニーズを捉えるため、オンライン入札を中心に開催頻度を
最大化いたしました。

また、営業活動に加えて、当社へ寄せていただく信頼やブランド力などを背景に会員基
盤の拡充が進み、延べ会員企業数を着実に伸ばすことができています。
その結果、出来高は、初の1,000億円を突破し、手数料収入も堅調に推移しております。

今後もこの勢いを維持し、オークション市場でのリーダーシップを強化してまいります。



国内の新規出店、既存店の成長についてです。

小売はデジタルが主戦場となっているものの、リユースにおける顧客体験の向上には、
店舗というリアルの接点が欠かせません。
そのため、積極的な出店を継続し、計画通り、順調に推移いたしました。

特に、KOMEHYOの旗艦店は、計画を上回る2店舗出店いたしました。
6月にオープンした「OSAKA SHINSAIBASHI」は、訪日客を中心に活発な需要を捉え、
年間販売目標25億円に対し、計画通り進捗しております。

また、9月にオープンした「KOMEHYO YOKOHAMA」も年間で25億円の販売を目指
しております。
地域のお客様より、高額品を中心に支持していただいておりますが、お客さま数が計画
をやや下回っていることから、顧客接点の拡大余地があると認識しています。
今後も、プロモーションの強化や魅力的な商品の拡充等に注力してまいります。

そのほか、既存店におきましては、接客におけるコミュニケーションの質を一層高め、お
客様の来店頻度向上に注力したことが奏功し、業績の成長に貢献しています。



コメ兵のEC関与売上高についてです。

オンラインを経由した売上を示す「EC関与売上高」は、前年同期比132.7％と大幅に伸
長いたしました。

好調な買取に対応するため、人員の増強やオペレーション強化を図るとともに、越境EC
の基盤を刷新し販売機会を最大化しております。



海外事業の進展についてです。

海外出店は、ご覧の通り、アジア諸国を中心に年間で13店舗と計画を上回るペースで展
開することができました。
これにより、各エリアでのブランドの認知度向上と新規の顧客獲得につながっています。

北米においては、売買ビジネスを本格稼働いたしました。
現地での個人買取は堅調であり、日本で培ったKOMEHYOブランドのサービスや信頼
性が北米でも十分に通用することを確認しています。

現在は、将来の小売店舗出店を視野に入れつつ、先んじて法人販売を実施し、仕入れた
在庫の効率的な販売と収益化を図っております。

そして、昨年12月に子会社化した「iShopShops」については、グループの優良在庫を
投入するなど、シェア拡大を最優先として投資を行い、販路拡大にむけた基盤構築を推
進しています。



当社の「目利き力」を外部へ提供するアライアンスの状況です。

J. フロントリテイリングさまとの合弁会社であるJFR＆KOMEHYO PARTNERSによ
る買取専門店「MEGRÜS」の出店は9店舗と計画を前倒しで進捗しております。

お客様の約半数が買取未経験であり、百貨店という安心感と当社の査定力の相乗効果
で、新たな顧客接点を獲得することに成功しています。

楽天ラクマさまの「最強鑑定」については、コメ兵が検品サービスを提供しております。
対象ブランドを従来の倍となる850以上に拡大できているほか、鑑定付き取引の利便
性が向上することで、コメ兵の検品点数は、右肩上がりで推移しています。

なお、検品サービス利用者のうち、継続意向も9割を超えるなど、CtoC市場の信頼性を
高める機能として高く評価いただいています。

今後もそれぞれの事業規模を拡大させていくとともに当社の資産を活用した新たなアラ
イアンスにも挑戦していきます。



タイヤ・ホイール事業の概況です。

当連結会計年度は、中古仕入および夏タイヤの販売、自社企画ホイールの海外展開が牽
引し、売上・利益ともに過去最高となり、4期連続の増収増益を達成することができまし
た。

引き続き、海外比率や中古比率を重点指標としながら、安定的な成長を目指してまいり
ます。



続いて、中期経営計画の進捗です。



国内リユース市場の現状と展望は、ご覧の通りです。

市場規模は順調に拡大しており、2040年には5兆円規模に達する見通しです。

そして、国内の潜在市場、いわゆる「かくれ資産」は約91兆円と推計されており、現在の
顕在市場はそのわずか3.6％に過ぎず、この巨大な潜在市場を顕在化させることが私た
ちの役割です。



当社は、経営環境の変化に柔軟に対応するため、毎年、ローリング方式で計画を公表して
おります。
こちらは、今回策定した2027年3月期から2029年3月期までの新たな中期経営計画
の位置づけです。

将来の目標は「ブランドリユース売上高世界No.1」です。
売上高5,000億円という高い目標を掲げております。

この度の3か年の目標は、この目標につながる重要なステップと位置づけています。



中期経営計画の定量目標です。

昨日5月14日、濃いオレンジ色の枠で囲っております、2029年3月期までの中期経営
計画を公表いたしました。

2029年3月期には売上高3,100億円、営業利益145億円を目指します。

引き続き、国内での出店や積極的な投資を行いながらシェアを拡大させ、個人買取と小
売を軸として、利益体質の改善に取り組みます。

現時点でお示ししている計画値は、既存事業の着実な成長がベースとなっております。
今後、M&Aなどの非連続な成長を実現するための取り組みにより、さらなる高みを目指
してまいります。



その実現に向けた基本方針として、

・事業成長の継続
・サステナビリティ経営の深化
・資本コストを意識した経営の推進

の3つの柱を掲げています。



当社の競争優位性については、創業から一貫してリユースに取り組むことで確立してきた
「人材」「年間流通量」「市場シェア」の3点にあると考えております。

事業成長とともにこれらの優位性をより強固なものとし、持続的な企業価値の向上を追求
してまいります。



当社が主力とするブランド・ファッション事業においては、これまで『売買』『流通関与』『市
場成長関与』という3つの領域を定義し、その拡大に注力してまいりました。

今回、あらためて3つの領域が相互に関連・連携しながら、それぞれが拡大することで当
社グループの成長が実現していくことをお示ししたいと思います。

当社の成長の基盤は、資料左でお示ししている、1947年の創業以来、築き上げてきた、
人材・データ・信頼という模倣困難なグループ資産にあります。
1,000名を超える鑑定士、そして多様な接点から集まる、膨大な商品・相場・真贋・顧客
データなどがあります。

これらは保有するだけでは、本当の価値は発揮されません。
当社には、これらを営業活動やテクノロジーの開発等に活用し、付加価値の高いサービス
として展開できる、知見と実行力があります。
このグループ資産を元に、売買や流通の機会を創出し、各ビジネスを拡大してきました。

また、この事業領域の拡大によって、収益の多角化をもたらしています。

①売買ビジネスでは、マルチブランドにより、国内外の顧客接点を広げ、売買による利益
を最大化させます。

②流通関与ビジネスでは、法人向けオークション等の売買の場を提供し、GMVの拡大に
伴う、安定的な手数料収入を積み上げます。

③市場成長関与ビジネスでは、自社のノウハウやアセットを他社へ提供し、市場全体の拡
大を支援することで、サービス提供による利益を創出します。



現在、これらのビジネス成長において売買・流通関与の既存事業を磨きながら、同時並行
で、ビジネスの領域を拡大させるフェーズに入っております。

流通関与ビジネス、市場成長関与ビジネスの拡大が、結果として、コアな事業である売買
ビジネスの仕入れや販売をさらに大きくする、という相互作用を生み出し、事業の中で得
られた成果は、再びデータ・ノウハウとして資産へ還流させます。

そうして、グループ資産が厚くなるほど、すべてのビジネスの競争力をさらに高めていき
ます。

このそれぞれのビジネスの相互連携と補完、データ活用による領域拡大による「自己強
化」のサイクルを回し続けながら長期的な成長と企業価値の向上に邁進してまいります。



当社の相場対応力についてです。

現在、世界的なラグジュアリー需要は堅調に推移しており、主要ブランドによる1次流通価
格の見直しも相次いでいます。
こうした背景から、リユース市場におけるブランド品の価格は、中長期的には、上昇トレンド
が続いていくと見込んでおります。

当社はこれまで、「安定した個人買取」「圧倒的な小売規模」を背景に、長年培ってきた「精緻
な在庫コントロール」という3つの事業基盤を拡大させたことで、相場対応力を高めてまい
りました。

今後も、この強みをさらに磨き、相場変動を利益に変える動きを局面に応じて徹底してまい
ります。

具体的には、相場が上昇する局面では、小売中心に在庫を優先的に供給し、業績のアップサ
イドを確保します。

一方で、相場が軟調に転じた場合にも、法人販売による、在庫回転の加速と価格最適化によ
り、早期に利益確定し、業績のダウンサイドリスクを最小限に抑制することが可能です。



今後のブランド・ファッション事業におけるM&A戦略については、成長余力の大きいグ
ローバル市場への進出や、顧客価値の向上につながる領域、そして既存事業の規模拡大
につながる領域などで引き続き検討してまいります。



経営資源の分配方針についてです。
資金調達と経営資源の分配イメージは、ご覧の通りです。

ブランドリユースを中心とした成長市場におけるシェア獲得のための先行的な在庫確保、設
備投資を最優先に行います。

また、一定の財務規律を保ったうえで、Ｍ＆Ａ等の非連続な成長に向けた投資も積極的に
行います。



当社の資本コストに関する現状と評価についてです。

2026年3月期の状況は、ROEが15.7％、ROICが7.3％となりました。
株主資本コストやWACCを上回る水準でROEを維持しており、着実に資本効率の高い経
営を実践できております。

今後も、創出したキャッシュを在庫確保や成長投資に振り向け、事業環境に応じた在庫コン
トロールを精緻に行うことで資本コストを上回る収益性を継続し、持続的な企業価値の向上
を追求してまいります。



続いて、2027年3月期の見通しと取り組みについてお話します。



2027年3月期 業績に影響する与件整理については、ご覧のとおりです。

ブランドリユース市場は、安定した相場と旺盛な需要が続く見通しであり、
個人買取を中心に在庫確保に引き続き注力することで、シェアの拡大、利益体質の改善、人
材・組織開発に努めます。

一方で、地政学リスクの不確実性によって、商品相場に変動が生じる場合には、法人販売を
機動的に活用しながら、業績の安定を図っていきます。



主力商材の相場予測については、ご覧のとおりです。

全体的には、前期に続き、比較的安定した水準が続く見通しです。
一方、地政学リスクなどの不確実性は残るため、各動向を注視し、機動的な運営に努めます。



2027年3月期の連結業績予想です。

今期も、仕入と販売の両面で多様なチャネルを最大活用し、売上高・各利益ともにさらなる
拡大を目指します。
あわせて、将来の持続的成長に向けた積極的な投資も継続して実行する計画です。

進捗のイメージとしては、特に上期を中心に売上・利益ともに伸長し通期で増収増益、なら
びに過去最高の売上高と営業利益の更新を目指してまいります。



2027年3月期 連結営業利益予想の分析についてです。

2027年3月期の連結営業利益は108億円を目指します。

まず売上高については、仕入強化により潤沢な在庫を確保し、多様な販路を活用することで
前期比114％を計画しております。

利益面では、前期に続き、利益率の高い小売へ優先的に在庫を振り向けます。
また、在庫連携システムを整えることで、最適な販売チャネルを選択、活用し、前期比1.9ポ
イント改善の23.2％を目指します。

売上総利益率につきましては、昨日お示ししました数値に誤りがありましたため、修正いた
しました。
訂正してお詫び申し上げます。

今期も将来の成長に向けた人材やITやAIへの積極投資を継続します。
また前期M＆Aした会社の早期黒字転換も難しい状況にあるため、販管費は大幅に増加す
る見込みですが、
大幅な増収によって吸収し、これらを着実に利益成長へと繋げてまいります。



配当予想についてです。

2027年3月期は、中間配当金54円、期末配当金54円、2円増配の年間配当金108円を
予定しております。

事業は成長フェーズにあり、引き続き在庫確保や成長に向けた投資を継続しながら、利益成
長に伴う安定的な「増配」の継続に努めてまいります。



2027年3月期の注力ポイントは、「シェア拡大」と「利益体質の改善」の同時実現です。
市場の競争環境が激化する中、当社グループの持続的な成長にはトップラインを押し上
げ、市場シェアを拡大していくことが不可欠です。

そのため、個人買取および小売の強化を軸に、潜在顧客を含むあらゆるマーケット層へア
プローチし顧客基盤をより強固なものとすることで、国内シェアの拡大と同時に、グロー
バルでの収益成長を追求してまいります。



なかでも、国内の注力ポイントは、ご覧の通りです。

国内では個人買取の強化と「小売ファースト」を徹底していくことで収益を最大化します。

個人買取は、買取専門店の出店と出張買取等の接点拡充を継続します。

小売では、5月に渋谷へ「BRAND OFF」と「Rodeo Drive」を共同出店し、両社のシナ
ジーを追求しています。

また5月末の「セルビー」初の旗艦店オープンや7月下旬からの「KOMEHYO 名古屋本
店本館」の順次改装により、集客・回遊性を向上してまいります。
店舗とECの在庫連携も深化させ、販売機会を最大化してまいります。



海外の注力ポイントは、新規エリアの開拓とグローバルでの成長基盤を確立させることで
す。

ご覧の通り、ASEAN、グレーターベイエリア、北米をターゲットとし展開を加速させます。

直近では、2月に法人を設立したフィリピンに加え、8月にマカオ、10月にインドネシアで
の現地法人の設立を予定しています。
まずは、現地での法人仕入をスタートさせることで在庫を確保し、現地での販売につなげ
る地産地消のビジネスモデルの拡大を各国で推進してまいります。



私からの説明は以上です。
ご清聴ありがとうございました。
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